
昨年10月に、日本年金学会シンポジウムで確
認された公的年金保険の改革の方向性
• 公的年金保険

• プログラム法関連問題を終わらせる
• 適用拡大、勤労者皆保険
• マクロ経済スライドのフル適用
• 被保険者期間40年から45年
• 高在老廃止

• 遺族年金は、男女ともに働く時代に見合うように見直し・男女平等化
を図る

• 繰下げ受給選択の阻害要因となっている加給年金の見直し
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厚生年金の適用除外の仕組みが非正規を生む誘因となっている。
社会保障そのものが格差・貧困の原因となっている。

（働く側から
は）見えない壁

見えない壁

「要するに、事業主が直面する労務コスト線から届折点
をなくす。･･･厚生年金が適用されない第一号の人たちに
も事業主負担を課して、彼らの基礎年金の上に報酬比例
部分を上積みした年金権を確保していく」
権丈（2007）『再分配政策の政治経済学Ⅳ』227頁

パート労働者の厚生年金適用拡大（第１号被保険者の場合）

パート労働者の厚生年金適用拡大（第3号被保険者・未納未加入者の場合）
「ここに屈折点があるから、雇う側はこの
屈折点の内側で雇おうとするわけです。こ
の屈折点は雇う側が意識する壁ですから、
図における第1号被保険者には目に見えない
壁として立ちはだかることになります。･･･
労務コストの屈折点をなくし、企業が合理
的・利己的に考えたら、長時間働いてスキ
ルを習得した人のほうを選好するような制
度に組み替える」権丈（2015）『再分配政
策の政治経済学Ⅶ』153−156頁

「スーパーマーケットのオオゼキでは、
「やっぱり商品知識がある人たちのほうが価
値があるから、私たちは正規労働者を雇って
いますよ」という方針で、商品知識の蓄積が
ある人を育てようとしているそうです。同じ
賃金率で雇うことができるのであれば、ある
程度スキルを蓄積できる雇用形態を選択する
わけです。ですから、事業主が直面する労務
コスト線から屈折点をなくす措置さえしてお
けば、･･･」権丈（2015）『再分配政策の政治
経済学Ⅶ』94頁
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「130万円の目に見える壁の話は有名なのですが、企業が事業主負担を回避するために生じる「見えな
い壁」という問題の方が私は重要だと見ています」権丈（2015）『再分配政策の政治経済学Ⅶ』152頁
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『もっときになる社会保障』xi頁



勤労者皆保険制度
（旧勤労者皆社会保険制度（仮称））
 2018年5月29日自民党政務調査会「人生100年時代戦略本部」これまでの議論のとりまとめ

社会保険の適用拡大：「勤労者皆社皆保険制度（仮称）」の実現

 定年のない「エイジフリー社会」を目指すためには、誰もが安心して転職ができ、また、働き続けることもできる
セーフティネットが必要になる。それが「勤労者皆社会保険制度（仮称）」である。

 「勤労者皆社会保険制度（仮称）」により、いかなる雇用形態であっても、企業で働く方は全員、社会保険に加入
できるようにして、充実した社会保障を受けられるようにする。その際、所得の低い勤労者の保険料は免除・軽
減しつつも、事業主負担は維持すること等で、企業が事業主負担を回避するために生じる「見えない壁」を壊し
つつ、社会保険の中で助けあいを強化する。

 この結果、正規労働者との格差が是正され、社会保険で守るべき所得の低い非正規労働者もより充実した年
金を将来受け取ることができるようになり、将来負担の解消につながる。さらに、基礎年金の所得代替率の改善
にも寄与するとともに、第3号被保険者問題の収束にもつながる。

 2019年5月21日自民党政務調査会「人生100年時代戦略本部」取りまとめ

 勤労者皆社会保険～人生100年時代のセーフティネット

 企業で働く者は雇用形態を問わず社会保険に加入できるようにする「勤労者皆保険」を中小企業等への影響に
配慮しつつ、実現すべきである。その際、例えば、所得の低い勤労者への保険料を軽減しつつ、事業主負担を
維持する制度の導入を検討するなど働く現役世代に対するセーフティネットを強化するべきである。

23



医療政策の困難さと全世代型社会保障の実現方法
『社会保障制度改革国民会議報告書』（2013）より

• 日本医療の特徴
• （2）医療問題の日本的特徴
• 日本の医療政策の難しさは、これが西欧や北欧のように国立や自治体立の病院等

（公的所有）が中心であるのとは異なり、医師が医療法人を設立し、病院等を民
間資本で経営するという形（私的所有）で整備されてきた歴史的経緯から生まれ
ている。公的セクターが相手であれば、政府が強制力をもって改革ができ、現に
欧州のいくつかの国では医療ニーズの変化に伴う改革をそうして実現してきた。
医療提供体制について、実のところ日本ほど規制緩和された市場依存型の先進国
はなく、日本の場合、国や自治体などの公立の医療施設は全体のわずか14％、病
床で22％しかない。ゆえに他国のように病院などが公的所有であれば体系的にで
きることが、日本ではなかなかできなかったのである。

• 社会保障改革の方向性
• （2）すべての世代を対象とし、すべての世代が相互に支えあう仕組み
• 全世代型の社会保障への転換は、世代間の財源の取り合いをするのではなく、そ

れぞれ必要な財源を確保することによって達成を図っていく必要がある。



• 「コロナ禍の今、日本の医療の特徴を考えてみる
――この国の医療の形はどのように生まれたたの
か」『東洋経済オンライン』（2021年3月12日）

• 戦後は、医療の需要面を社会化する公的医療
保険が整備されていき、1970年代に入ると医
療費の9割弱を税・社会保険料という公的資金
が占めるようになるのであるが、一方で供給
面では、自由開業医制を基礎に置く民間経営
の私的提供体制という日本の医療保障制度が
できあがっていった。
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日本医療、需要面の特徴 『もっと気になる
社会保障』107頁



地域医療構想の目標年2025年まででは人口減少の衝撃が見えづ
らかった感はある
2045年までの人口の激変

• 2008年国民会議→2025年 17年後
• 2040年の17年前 2023年

人口減少社会については、2040 年以降を念頭に考えていく必要がでてくる。2008 年の社会保障国民会議が2025 
年の医療介護ビジョンを示した時は、17年先を見通していた。ゆえに今は、2040 年のビジョンを描いていくのに
適したタイミングにあると思われる。

2040 年と2015 年の人口を比べると、総人口は13％程度減少する。しかしながら、図表1 で都道府県をみてみ
ると、秋田県は34％減、青森県は31％減、高知県は26％減となる。2015～2045 年では、秋田41％減、青森37％
減、高知32％減とすさまじい。
出所：日医（2020）医療政策会議報告書「人口減少社会での社会保障のあるべき姿」 26



地域医療構想＋地域包括ケア＝
車の両輪を推し進めるためには
（医療ニーズと提供体制のマッチングによる
医療の質［患者のQOL］の向上）

• 医療行政機能の都道府県への更なる移行(地域医療構想の推進エンジンの
整備）

• 国保の都道府県化
• 『社会保障制度改革国民会議』
• 「効率的な医療提供体制への改革を実効あらしめる観点からは、国民健康保険に係る財政

運営の責任を担う主体（保険者）を都道府県とし、更に地域における医療提供体制に係る
責任の主体と国民健康保険の給付責任の主体を都道府県が一体的に担うことを射程に入れ
て実務的検討を進め、都道府県が地域医療の提供水準と標準的な保険料等の住民負担の在
り方を総合的に検討することを可能とする体制を実現すべきである」

• 「国民健康保険の保険者の都道府県への移行は財政運営の安定化のみならず保険料負担の
平準化に資する取組である」

• 後期高齢者医療の都道府県化

• 他のルートからは、都道府県知事が認定する地域医療連携推進法人の推奨
• 地域医療連携推進法人：医療法で地域医療構想の達成及び地域包括ケアシステムの

構築に資する役割を積極的に果たすよう努めなければならないとされる法人の認定
制度。複数の医療機関が法人に参加することにより競争より協調を進め、地域にお
いて質が高く効率的な医療提供体制を確保。
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・病院完結型医療から地
域全体で治し支える地域
完結型医療への転換
・地域医療構想
・地域包括ケアの整備

提供体制のあり方に責任を持つ本当
の意味での保険者機能の遂行

地域医療連携推進法人という医療機関
間の協調の場を社会的共通資本とみな
し、その整備をサポート

出所：『ちょっと気になる医療と介護 増補版』71頁
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